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は じ め に

　超高齢社会・人口減少社会において、都市自治体の政策課題、住
民ニーズは複雑多様化しております。都市自治体は、住民と協働し
ながら、限られた経営資源や財源を活用し、効率的かつ選択的にま
ちづくりを進めていく必要があります。このような環境において、
都市自治体の最高責任者である市・区長のガバナンス能力が問われ
る時代を迎えています。
　日本都市センターでは、呼びかけ人市・区長の発案により、問題
意識の深化と情報共有を目的として、2005年度から「国のかたちと
コミュニティを考える市長の会」を開催してきました。2016年度か
らは、広く地方自治・都市経営の課題を議論する場とするため「都
市の未来を語る市長の会」に改称し、市区長間の自由闊達な意見交
換を行っています。
　本書は、2018年 6 月25日に開催した「都市の未来を語る市長の会」

（2018年度前期）の内容を取りまとめたものです。

　2018年 9 月

公益財団法人 日本都市センター
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「都市の未来を語る市長の会（2018年度前期）」の 
開催について（趣意書）

　このたび、私どもは通算25回目となる「都市の未来を語る市長の
会」を開催することとしました。今回のテーマは『人工知能を活用
した窓口業務の効率化』です。
　超高齢社会・人口減少社会において、都市自治体の政策課題、住
民ニーズは複雑多様化しており、業務の効率化が急務となっていま
す。こうした中、行政への人工知能の活用の可能性が模索され始め
ています。
　近年、人工知能は飛躍的な進化を遂げています。とりわけ、デー
タを基に事象の認識、分類、予測を行うディープラーニングの手法
の発達は目覚ましく、社会の注目を集めています。都市自治体にお
いても、今後は行政職員の人数が減少傾向にある中、業務の効率化
のため、窓口サービスをはじめ、文書の作成業務等への導入や、複
雑多様化する専門業務の早期の技術継承が期待されています。
　そこで今回は、このテーマに関する各種制度の動向や、取組みの
事例について、学識者よりご講演をいただくとともに、その後、現
状と課題等について、ご出席の皆様と意見交換をしながら、議論を
深めていきたいと思っております。
　趣旨にご賛同のうえ、ぜひご参加いただきますようご案内申し上
げます。本会が、首長同士のパートナーシップが深まる機会となれ
ば幸いです。
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（地方公共団体コード順）
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綾　　　宏　坂出市長

　このたび、私どもは通算25回目となる「都市の未来を語る市長の
会」を開催する運びとなった。今回のテーマは「人工知能を活用し
た窓口業務の効率化」である。
　超高齢化社会、人口減少社会において、都市自治体の政策課題、
住民ニーズは複雑・多様化しており、業務の効率化が急務となって
いる。こうした中、行政への人工知能の活用の可能性が模索され始
めている。近年、人工知能は飛躍的な進化を遂げて、とりわけデー
タをもとに事象の認識・分類・予測を行うディープラーニングの手
法の発達は目覚ましく、社会の注目を集めている。都市自治体にお
いても、今後は行政職員の人数が減少傾向にある中、業務の効率化
のため、窓口サービスを初めとする文書の作成業務等への導入や、

趣旨説明
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複雑・多様化する専門業務の早期の技術継承が期待されている。
　そこで今回は、このテーマに関する各種制度の動向や取組みの事
例について学識者よりご講演いただくとともに、その後、現状と課
題について、ご出席の皆さんとご意見を交わしながら議論を深めて
いきたいと思う。
　本会が首長同士のパートナーシップが深まる機会となれば幸いで
ある。
　今日は本当にお集まりいただき、ありがとうございました。
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日沖　靖　いなべ市長

　本日は本当にお忙しい中、ありがとうございます。それでは早速、
基調講演に入りたい。津田先生、よろしくお願いいたします。

進行
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《人工知能を活用した窓口業務の効率化》
津田　　博　近畿大学経営学部経営学科　教授

１　人工知能とは

　人工知能の歴史と分類、それから音声認識、自然言語処理、画像
認識、この 3 つの適応領域について述べたい。
　まずは、人工知能の歴史と分類について概要を説明する。
　人工知能という用語が誕生したのは、1956年のアメリカのダート
マス会議においてである。この用語にはっきりした定義はなく、人
によって捉え方が違っている。人工知能学会は、「大量の知識デー
タに対して高度な推論を行うことを目指したもの」としている。ダー
トマス会議の頃から今日までに、人工知能のブームは 3 回起こった。

基調講演
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第一次、第二次人工知能ブームはしぼんでしまい、現在の第三次人
工知能ブームは「深層学習の時代」と言われている。将棋や囲碁で
プロに勝ったことで、幅広く注目を浴びることになった。
　人工知能を分類すると、特定の決まった作業を遂行する特化型
AIと人間と同様の汎化能力を持ち合わせている汎用型AIに分けら
れる。特化型AIの中に機械学習があり、機械学習の一つの手法に
深層学習がある。機械学習は歴史が古く、身近な例として仮名漢字
変換がある。文字入力の予測変換は、コンピューターが考えて判断
しているのでAIといえる。
　それに対して汎用型AIは、イメージとしては、「鉄腕アトム」や「ド
ラえもん」といったロボットである。今後20年たってもできる可能
性は低いだろうといわれている。

図表１－１　人工知能の歴史
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　機械学習は、与えられたデータから自らルールを導き出す技術の
ことで、分類することが得意である。ここで、Newton別冊『ゼロから
わかる人工知能 基本的なしくみから応用例、そして未来まで』（2018）
に分かりやすい例が示されているので、それを参考に解説する。
　イチゴとリンゴを分類しようとする時、まず、コンピューターに
イチゴの画像データを読み込ませ、例えば「形で分類しなさい」と
いう指示を人間が与え、四角いとか、星形とか、丸いとか、とがっ
たとか、それぞれ何％（特徴を数値化したデータ）かを計算する。
当初は分類精度が低く、イチゴの確率50％、リンゴの確率50％といっ
た結果を出す。そして、より多くの画像データを入力し、コンピュー
ターはイチゴの確率が80％に精度を上げる仕組みが機械学習であ
る。なお、イチゴとリンゴを推測できるアルゴリズム（計算過程・
手順）を開発しても、ついでにぶどうもわかるだろう、ということ
はない。
　深層学習は、大量のデータを使って計算を多段階行い、特徴を自
ら修得して精度を上げていく仕組みである。イチゴかリンゴかを判
断したい場合は、星形とか、丸いとか、とがったとかから合成値を
計算し、その合成値を使ってさらに表面がすべすべしている、ぶつ

図表１－２　人工知能の分類
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ぶつがある、といった数値を合成し、そしてさらに、上の方が青っ
ぽい、下の方が赤っぽい、といった数値を合成してイチゴの確率が
90％に向上した、といったイメージである。
　より多くの画像データをWeb等から自動で取り出したり、過去
の対局の碁石の配置パターンを何千万通りも入力したりして、その
特徴をとらえるのである。ただし、AIは、精度を高めることは行
うが、正解を知っているわけではない。従って、AIの出した答え
をそのまま使うのではなく、これは「イチゴである」というのは人
の判断になる。

　次に、 3 つの適応領域について説明する。まずは、音声認識の仕
組みについてである。音声認識というのは、例えば「おはよう」と
いう言葉を言うとディスプレーに「おはよう」と表示されるもので
あるが、音響分析では、最初波形があり、その音響モデル、言語モ
デルを結びつけたものを発音辞書という。図表 1 － 3 のとおり、「ｏ 
ha yo」という音素列を単語で「おはよう」、読みは「おはよう」と
対応関係をつけているという仕組みである。

図表１－３　音声認識のしくみ
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　次に、自然言語処理について、ここではWatsonの例を解説
「Watson：クイズ番組に挑戦する質問応答システム」に従って説明
する。Watsonも深層学習の大きなトレンドになっている。質問応
答の特徴として、特定の名詞や返答が要求されるが、インターネッ
トの検索結果から正しい用語を探すことは人間でも難しい。質問応
答の方法として、固有名詞のデータベースを使って問題文中のキー
ワードと符合するものを探すのだが、事前にデータベースに準備で
きるデータの質・量は限られているので、 4 割の問題に答えようと
しても、正解率は20％しかなかった。インターネットを用いる方法
でも、キーワードを使って検索し、そのスコアを確信度として用い
る方法を試みたが、これも、30％の問題に答えられるが、それ以上
の正解率の向上は望めないことが分かった。こうした中、解決策と
してDeepQAというフレームワークができた。それは、Watsonを
実現するために設計された質疑応答の仕組みで、情報源と統計情報
をもとに、仮説の生成と根拠の探索を行うという特徴がある。手順
は、問題文の解析から、解候補の生成をして、根拠の探索をして解
の統合・確信度の計算を行う。その結果、人間と互角になったわけ
である。
　Watsonの解答の導出方法について、例えば「本州のなかで最も
西に位置するこの県は、1871年に発足した。」という問いを考える。
キーワードは、「本州」、「西」、「県」、「1871」などを検索条件として、
情報源の中を検索する。県が一致しているかどうか、条件の一部が
一致するかどうか、時間表現が共通か、該当する語句へのリンク数
がどのぐらいあるかというふうに見ていき、総合点の高い山口県が
最も高い確信度が与えられる。
　一方、弱点がわかる例がある。「この都市の最大の空港は第 2 次
大戦の英雄の名が、 2 番目の空港は戦いの名前が付けられている」

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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という問題に対して、答えはシカゴであるが、トロントと誤って解
答した。人間ではありえない間違い方であるが、その理由として、
アメリカの都市だということが絶対的な制約として働かなかったた
めだと言われている。

図表１－４　自然言語処理①

図表１－５　自然言語処理②

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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２　適応領域と事例

　 3 つの適応領域（音声認識、自然言語処理、画像処理認識）の自
治体の具体的な利用例を報告する。
　まず、音声認識と自然言語処理を使っての会議録等の作成支援の
例を紹介する（図表 1 － 7 ）。利用手順としては、初めに、過去の
会議録を読み込ませておく。その後、職員が会議における発言を録
音して、会議支援システムに登録して、その内容がテキストとして
返却される。職員が内容を確認して修正を行うが、変換ミス等の修
正をしている。従来であれば、テープ起こしに 6 時間かかっていた
ものが、このシステムを利用すれば 2 時間ででき、 4 時間の削減効
果がある。ある自治体では年間約400件の会議があるため、年間1,600
時間の削減になる。これは広く普及しつつある。
　次に、感情認識ロボットPepper設置例（図表 1 － 8 ）であるが、

図表１－６　自然言語処理③
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導入したある自治体では実際はあまり効果が上がっていないような
ので、どちらかといえば話題性があって設置している部分が多い。
　そして、深層学習を使った最も特徴的な例を紹介する。道路の損
傷を自動抽出するものである（図表 1 － 9 ）。道路の損傷状況をス
マートホンで撮影して、損傷していると認識したものは機械が自動
的にウェブに登録し、それを人間が見て損傷しているかどうかを判
断し、損傷しているもののデータをまたスマホの仕組みに入れ直し
て、確度を高めていこうというものである。画像認識は人間の判断
より正解率が高いといわれており、深層学習での判断と人間の確認
を組み合わせることで、効率的・効率的な利用ができるものと考え
る。

図表１－７　会議録の作成支援
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図表１－８　感情認知ロボットの設置例

図表１－９　道路舗装損傷の自動抽出

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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３　都市空間と高齢者

　自治体窓口業務でどのような仕事をしているか、狛江市の各課の
延べ時間の割合が公表されている（図表 1 －10）。問い合わせ対応、
申請等に係るデータ処理、そして紙の書類作成に多くの時間を割い
ていることがわかった。デジタル化すればかなり効率化されるが、
現段階では、まだこれからという感じである。
　以下では、問い合わせ業務の効率化とデータ処理の効率化の 2 つ
について見ていきたい。

　問い合わせ業務についてはチャットボット、後方支援業務として
はRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）が有効と
考える。チャットボットの事例としては、横浜市のごみの分別、大
阪市の職員支援の業務、川崎市や掛川市のAIスタッフが、また
RPAはつくば市、宇城市の利用が知られている。

図表１－10　窓口効率化対象業務

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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図表１－11　窓口効率化の取組みの事例分類
業務 人工知能等 事例

（1）
問合せ・相談対応

住民との接点 チャットボット ①横浜市（ごみ分別）
②大阪市（職員支援）
③川崎市・掛川市他
　（AIスタッフ）

（2）
データ処理

（入力業務の支援）

後方支援業務 RPA
（ロボティック・
プロセス・オート
メーション）

つくば市
宇城市

（1）チャットボット
　電話やメールに対して、チャットは一般に回答が早い、質問しや
すい、文字数が少ないことから利用者数が多い等の特長がある。
チャットボットは、チャットの一方の話者がロボット、もう一方が
コンピューターで自動的に返信するものである。24時間対応でき、
安価であり、すでにヤマト運輸の宅配物の再配送依頼等でチャット
ボットが利用されている。
　ここで各自治体の事例を見ていく。

図表１－12　チャットボットについて

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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①　イーオのごみ分別案内：横浜市
　横浜市は今年の 4 月から、ごみの分別案内にチャットボットを導
入した。24時間対応が可能で、職員の電話対応は減少した。どこが
AIかというと、入り口がAIであり、住民の質問をAIが解釈する。
解釈した内容に対して、Ｑ&Ａデータベースから検索して回答する。
横浜市では 2 万以上のＱ&Ａをつくった。例えば「タンス」と質問
入力したら、「出したいものが、タンスなら、分別方法は、粗大ご
みだよ。粗大ごみの出し方の詳細はこちら。」と回答される。「チラ
シ」と入れたら「チラシは、折り込みちらし（新聞に入っているも
の）、ダイレクトメール等のちらしのどれ？」と選択肢が示される。

「折り込みちらし（新聞に入っているもの）」を選択クリックすると、
「出したいものが、折り込みちらし（新聞に入っているもの）なら、
分別方法は、古紙（新聞）だよ。新聞紙と一緒に出すことができる
よ。」と回答される。

図表１－13　問い合わせツールとしてのチャットボット

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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　職員に聞くと、回答率は80％程度、非常に便利で、業務の削減に
なったという。現時点では、ごみの分別率が上がったかどうかはわ
からないが、住民の満足度は高くなったとのことである。なお、外
国語対応が今後の課題である。

②　職員の知恵袋：大阪市
　次は、大阪市の戸籍のシステムである。これは、住民が直接では
なく、職員が使用し回答するもので、その名のとおり「職員の知恵
袋」である。事前にAIに戸籍関連データを読み込ませて（約 1 万8,000
件）おき、例えば、外国籍の人との養子縁組や、外国籍の人の前妻
の子供の籍、出生届に記された特殊な字の名前の使用など、すぐに
はわからないような問題について調べることができるというもので
ある。これは法定受託事務であり、戸籍関連データの大半は自治体
の独自データではなく、出版社が出版しているものであるため、全
国展開可能だと私は思っている。ただし、事業者が構築した仕組み

図表１－14　横浜市の事例

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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であるため、自治体が利用するには調達が必要になる。なお、職員
の感想としては、戸籍に関する基本的な知識を持つ人には調べる手
間が省けてよいが、基礎知識がまだ身についていない人には、画面
にたくさん情報が出てきてもどれが正しいのか判断が難しいという
のがあった。

図表１－15　大阪市の職員の知恵袋①

図表１－16　大阪市の職員の知恵袋②

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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③　AIスタッフ：川崎市、掛川市など
　三菱総合研究所が中心になり、住民との直接のやりとりができる

「AIスタッフ」をさまざまな自治体で試験的に導入している。事前
にＱ&Ａデータベースを作成しておくことが必要なのだが、この
データベースにもともと市が持っているＱ&Ａを入れている。用意
したＱ&Ａの数は川崎市が1,600件、掛川市は700件と聞いている。
AIエンジンを活用し、それを市のホームページなどさまざまなも
のとのリンクをさせている。
　公開された情報によると、このAIスタッフを利用した結果、欲
しい情報が得られたかどうかについての住民の反応を聞いたとこ
ろ、「だいたい得られた」が61％、「半分くらいは得られた」が
22％、「ほとんど得られなかった」が16％ほどであった。データの
量だけでなく、中身（質）が大事であることが言われているが、デー
タの量と中身が増えれば、非常に便利であり、住民に対するサービ
スが向上し、職員の仕事も減るというのがこのAIスタッフの狙い
であると思う。

図表１－17　大阪市の職員の知恵袋③

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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　では、具体的にどのような質問があったのかというと、特に、税
金やごみ関係の質問が多い（図表 1 －19）。他には、結婚、保険、
年金など、あらゆる分野に対して質問があった。なお、このAIスタッ
フは、住民だけでなく職員も活用している。

図表１－18　AIスタッフ①

図表１－19　AIスタッフ②

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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（2）RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）
　続いて、AIとは少し違うが、自治体の窓口業務の効率化になる
と思ったので、RPAを紹介したい。
　これは、人間が行うキーボードやマウス等の端末操作を自動化す
るもので、「デジタル労働者」とも呼ばれている。対象業務は、単
純作業と反復作業で、作業の省力化、ミスの撲滅、業務の可視化等
の効果があり、非常に有効なものだと思っている。課題としては、
自治体の仕事は紙が中心だということ、また、コストもかかるので、
費用対効果の問題やシステムの作成、メンテナンスの問題がある。
　民間企業の実績としていくつか紹介する（図表 1 －20）。特に銀
行についてはかなり効率化のためにRPA導入を進めているとのこ
とである。

　では、RPAとはどのようなものか。例えばアンケートとる場合、
自治体名や部署、メールアドレス等の情報を毎回入力して、最終的
に送信ボタンを押すわけだが、これを自動的にすることできる。エ
クセルのデータが例えば100件あったら100件それぞれに人間が作業

図表１－20　RPAの概要

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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しているようなものである。他にも、メールを読み込んでシステム
入力、ウェブサイトからデータをダウンロードして保存するなど等、
人間が行っている作業はほとんどできるとしているRPAソフト
ウェアもある。

　ここで事例を 2 つ紹介する。 1 つはつくば市の事例で、人間が今
までしていた作業をRPAがかわりに実行するというようなイメー
ジである。結果として、図表 1 －22のとおり、事務所の新規登録業
務に年間106時間かかっていたのが72％、回送先情報の登録業務が
99.6％、法人市民税の電子申告業務が83％等、業務の効率化が実際
に図られている。
　もう 1 つは熊本県の宇城市の事例で、RPAを活用した窓口業務
改善事業である。実施前と実施後でどの程度効率化できるかという
と、ふるさと納税業務が349時間、住民異動届が865時間等（図表 1
－23）の効率化が今後できる可能性がある。

図表１－21　RPA実行イメージ

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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４　窓口業務への適応

　今回のテーマは「窓口業務の効率化」だが、効率化と同時に、業
務の質も上げなければならない。その業務についてよく知っている

図表１－22　RPAによる効率化の例（つくば市）

図表１－23　RPAによる効率化の例（宇城市）

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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職員と知らない職員がいる。また、住民にとって業務が最適化され
ているわけでないし、したがって、AIスタッフと同じように、住
民との接点を多くして満足度を上げ、かつ、職員の手間を減らすこ
と取り組む必要がある。窓口業務の効率化のためには、単にAIや
RPAといった要素技術を導入するだけでは足らず、総力を挙げて、
しかもこれまでとは一線を画すような革新的な方法が求められる。
　それは、住民へのサービスを提供しているという視点からの取組
みである。その取り組みの有効な方法としてサービスデザイン思考
がある。

　サービスデザイン思考は、1970年代ヨーロッパから始まり、最近
では、2018年 1 月に閣議決定された「デジタル・ガバメント実行計
画」に正式に位置付けられている。人工知能適用、持続可能な価値
の提供、顧客との共創が主な内容である（図表 1 －25）。サービス
デザイン思考による窓口業務では、各組織や市民からどう見えるか
という観点から、個別にサービス提供していた各機能型組織をサー
ビス型組織として統合し、例えば、郵便局で住民票を出せるとか、

図表１－24　窓口業務への適応

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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病院での出生時に出生届が申請でき、同時にマイナンバーカードが
交付されるといった役所以外で全部手続してしまえるようにするこ
とである（図表 1 －26）。

図表１－25　サービスデザイン思考とは

図表１－26　窓口業務におけるサービスデザイン思考とは

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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　サービスデザイン思考とはどのように進めていくものか。まず、
引越や出生、婚姻届など課題が多いテーマを選定し、それぞれのテー
マについて住民の意見を収集し、その中から解決すべき課題を特定
する。ここまでが正しい課題を見つけるという作業である。その後、
総合窓口化やアウトソーシング、業務の見直し等、解決策を発散し
ていき、そこから、人工知能、例えば音声認識とか自然言語処理の
導入や、予算化していくなど、正しい解決策を見つけていく。

　国の電子行政分科会・規制制度改革ワーキングチーム事務局に置
かれたワークショップのうち、引越しチームの議論を紹介する。ま
ずサービス分析（カスタマージャーニー）として、現状は、引越し
をする人の体験の時間軸を引越し前、引越し時、引越し後の 3 つに
分割し、時間軸ごとに問題点を洗い出す。その後、サービスのデザ
イン（ToBeの議論）として、引越し先の地域のさまざまな情報を
SNS等を通じて提供し、引越し後のサポートを行う。

図表１－27　サービスデザイン思考による進め方
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　今回のテーマ「人工知能」は難しい問題ではあるが、利用するた
めの前提として、人工知能からの出力精度を上げる必要があり、そ
のためにはデータ量が重要なカギとなる。 1 つの自治体だけで取り
組むよりも、いくつかの自治体が集まって取り組めば、例えばＱ&
Ａも集めやすい。既に横浜では 2 万のＱ&Ａがあるので、これを参
考にさせてもらうなどすれば、効果的なのではないか。人工知能の
活用に当たっては、自治体間の協働も視野に入れることも重要であ
る。

図表１－28　ワークショップにおける引越しチームの議論

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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意見交換①

AI化のシステム導入による負担
○　AI化は今後進めていかなければならないとは思うが、実際に
は費用面や導入後に職員が業務に振り回される部分が多くなってし
まい、なかなかスムーズには導入できないような気がするがどうか。
○津田教授　当初はシステムの導入等に振り回されてしまうことは
あるだろう。普及が進めば導入が円滑に進むようになる。職員の負
担や費用と効果との比較による。現在、住民などからの相談に対し、
どの法令等に当たるのかを検索することに非常に労力を要してい
る。大阪市の「職員の知恵袋」のように、AIを利用した検索シス
テムにより即座に回答できれば、検索の時間が短縮される。インター
ネット検索が普及すれば、住民の問い合わせ対応に時間をかけず、
それだけ職員の負担が削減でき、費用面も含めそれ以上のメリット
は出せるのではないか。

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved. Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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大阪市の戸籍システムについて
○　戸籍のシステムについて、一自治体がデータベースをつくって
取り組むよりは、むしろ全体で取り組んで精度の高いデータベース
をつくるべきではないかと非常に感じた。地域に根づいた業務等は
それぞれの自治体でやればよいと思うが、システム導入についても
自治体任せになっている気がする。
○津田教授　大阪市の戸籍システムについては、市が自主的に導入
したもの。大阪市では、情報部門と企画部門が一緒になったような
ICT戦略室という部署がトップへの説明を行い、予算もつけたとい
う。AI対応に予算をつけているのは、大阪市を含め数市しかない。
大阪市は自主的に新しいことにどんどん取り組んでいる感じがす
る。
　自治事務を考えた場合、AIの構築はデータが重要になるが、自
治体ごとにばらばらにデータを持っているため、AIが有効利用で
きるデータ量に満たず、AI発展の障害となっている。データの集
積のあり方が今後の課題ではないか。

RPAの各業界の事例
○　RPAに関する各業界での事例紹介について、三菱UFJ銀行で住
宅ローン申込の例を挙げているが、例えば銀行協会等で横の連携を
とっているなど、各業界の連携事例はあるか。
○津田教授　三大メガバンクは常にお互いを見ており、どこかが新
たな動きを始めたらほかが追随する。これに続いて第一地銀が動く、
という流れが銀行業界にはある。また関連して、地方銀行105行の
共同化の動きや企業系列ごとにまとまるという動きもある。ただ、
自治体の場合は調達のルールに従わなければならないので、銀行と
は異なる。

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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出入国管理におけるAIの導入
○　出入国管理について今後AI化されると聞いているが、その特
色や、自治体で参考になる部分などはあるのか。
○津田教授　既に入国管理において顔認証システムが導入されてい
る。また、中国では、例えば交通法違反があれば、すぐAIを使っ
て違反者の顔を照合して個人情報データにアクセスし、違反者名を
街のディスプレーに大きく表示させるというようなことをやってい
る。技術としてはあるが、日本ではプライバシーの問題があり、簡
単には導入できないのではないか。

AIを活用した業務効率化の今後の方向性
○　AIを活用した業務全体の効率化を図らなければならないとい
う課題がある中、これに自治体がばらばらに取り組むことが果たし
て本当によいことなのか。AIを活用した窓口業務をはじめ今後の
業務の効率化の方向性は。
○津田教授　 2つの視点がある。 1つ目は、市場原理を活用する方
法である。基幹システムを例にすると、個別の自治体とベンダーが
システムを構築し、それが展開されている。現状は、 6 ～ 7社の
ベンダーが自治体全体のシェアの80％を占め、それなりに集約が進
んでいるからである。 2つ目は、国と自治体が協働して作ることで
ある。国が作れば一本化してよいが、使うのは自治体なので、協働
することが重要と思う。国よりも現場の自治体職員のほうが使い勝
手について意見したり、業者との付き合いが長かったりするので。
ただし、団体内がバラバラでは困るので、市のトップダウンで推進
すれば、もっとよいものができると思う。また、例えば国民健康保
険や後期高齢者医療保険などについては、厚労省が用意したシステ
ムを使う方向ではあるが、厚労省や国保中央会などは現場の業務を
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十分理解しているわけではないため、使いづらいこともある。もし
協働のシステムを構築するのであれば、自治体が職員を出して構築
しないと絶対にうまくいかないし、また、自分たちでお金を払って
使うというモチベーションでシステムを構築することにより、コス
ト削減や、より使いやすいシステムができるのではないか。

将来の自治体とAIの関係について
○　AIの最も得意な、人には理解できないアルゴリズムを学習に
よって組み、それによって、例えば株の投資を行うというような動
きもあるが、そういった視点からの将来の自治体とAIの関係像な
どはあるか。
○津田教授　AIが勝手に計算するという話はあるが、自治体が使
う場合、後で理由の説明ができないと困るので、追跡できるような
仕組みをつくらなければならない。一つの部署だけでなく、他部署
の知識も連係させ、市民一人ひとりの生活問題を解決する、そのよ
うな機能に発展していくような話が展望されればよいが、そういう
動きについては、これからどのようになるかまだわからない。

Copyright 2018 The Authors. Copyright 2018 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



問題提起①

《
Ａ
Ｉ
ス
タ
ッ
フ
総
合
案
内
サ
ー
ビ
ス
の
実
証
実
験
に
つ
い
て
》

31

《AI スタッフ総合案内サービスの実証実験について》
豊岡　武士　三島市長

　三島市では、三菱総合研究所といくつかの市区と一緒に、AIに
よる総合案内サービスの実証実験を行った。簡単に言うと、問い合
わせ業務に対する回答をするサービスである。AIスタッフ総合案
内サービスは、クラウド型で利用コストを抑えたサービスで、子育
て、引越し、住所変更の手続、ごみの出し方、住民票や戸籍、各種
書類の請求など、住民からのさまざまな問い合わせ全般に対して、
対話形式でAIが応答して必要な行政サービス情報を案内するもの
である。
　今後の市役所の業務を考えると、人口減少に伴って職員数も減少
し、AIを活用することが大事な要素となるため、このような実証
事業を行ったわけである。実証期間は2018年 2 月19日から 3月30日

問題提起①
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で、そのうちサービス利用は、住民と行政職員が参加した市が 7、
行政職員のみの参加自治体が17、他団体用サービス利用自治体も含
め、全部で35の団体が参加して行った。

　実証事業の流れとしては、まず三菱総合研究所と協定を結び、そ
して、回答記載のホームページアドレスの確認ということで、AI
が学習するデータの作成として、妊娠・出産、子育てから、防災、
防犯、救急・消防など、三島市においては509件のデータを用意し
た（図表 2－ 2）。未設定データが212件で、データ整備率は70.6％
である。なお、未設定データは、サービス提供をこれまでしたこと
がなかったもの、あるいは、ホームページに情報を掲載していない
ものであり、今後整備する必要性があるものである。

図表２－１　AIスタッフ総合案内サービスの実証
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　図表 2－ 3は、この総合案内サービスの利用のイメージである。
　スマホでAIに画面下の入力欄から質問を入力すると、画面上に
AIが候補の選択肢を出してくれる。例えば、ごみの分別について
質問すると、ごみを出す日の一覧や、缶や瓶やペットボトルの出し
方などのカテゴリーが出てくるので、その中から自分が知りたいこ
とを選択する。また、画面下にある「こちら」というところを押す
と、「ミックス古紙救出大作戦！」の案内が表示される。三島市では、
新聞、雑誌、段ボール、牛乳パック以外の紙類のことを「ミックス
古紙」と言っているが、このミックス古紙を一般ごみとして出され
るとごみの処理量が大変増えてしまう。そこで、ミックス古紙の分
別収集の取組みを行っており、それについても案内することで業務
の効率化につなげている。

図表２－２　実証事業の流れ
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　次に、総合案内サービスの仕組みだが、AIを活用した対話エン
ジンがＱ&Ａのデータベースと連携して案内サービスを提供してい
る。Ｑ&Ａのデータベースは、全国の標準的な行政サービスから選
定した721件の質問に対する回答を各自治体のホームページと連携
させたものである。今後は、自治体の情報に限定せず、各省庁等の
ホームページや天気予報など民間の情報とも連携する予定である。

図表２－３　AIスタッフ総合案内サービスの利用イメージ
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　このサービスの狙いとしては、 1つ目がよりよい行政サービスの
提供である。パソコンやスマホ経由で気軽に問い合わせが可能にな
ると住民満足度は向上するのではないか。
　 2つ目が、限られた予算・職員での対応が可能となり、AIなら
夜中でも答えることができるので、職員の負担が軽減できる。
　そして 3つ目に、住民の声の蓄積、施策への反映である。Ｑ&Ａ
のデータベースに問い合わせ内容が蓄積されるので、どのような声
が多いのかが的確に把握できる。

図表２－４　AIスタッフ総合案内サービスの仕組み
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　このサービスを導入することでどのような効果が想定されるか。
　職員は、他の部署のことになると、市民から聞かれても説明がで
きないことが多い。市民からすると、役所の手続は複雑なものが多
くて聞くのも大変である。職員も日々の業務の中で、問い合わせの
電話や窓口業務にかなりの時間を割いている。その時間が短縮でき
れば、問い合わせ業務が減って、別の施策あるいは事務に集中でき
る。市民の皆さんは、スマホ経由でいつでも聞けて、回答もすぐ得
られるようになる。
　それから、首長・管理職は、住民の生の声を聞いて政策面に反映
したい、働き方改革の流れもある中、残業時間を減らしていきたい
と思っている。サービスの導入後、市民の声が蓄積されるため、重
視すべき点が明確化でき、また、人員配置の見直しによって、業務
の効率化、余力の創出、政策の検討、業務改革へのインプットにつ
ながっていくのではないか。

図表２－５　AIスタッフ総合案内サービスの狙い
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　短い期間ではあるが、この総合案内サービスを利用した人に、使
い勝手などの評価や改善の要望などを調査した。住民111名、うち
当市は 6名、行政職員3,764名、うち当市は28名がアンケートに回
答した。その回答結果では、住民側は、「まあまあ便利」が48.6％と、
「大変便利」が18％であった。行政職員側は、「まあまあ便利」が
29.5％、「ふつう」が37.8％である。このうち、三島市では、住民は、
「大変便利」はなかったが、「まあまあ便利」が66.7％、職員は「大
変便利」が10.7％、「まあまあ便利」が42.9％、「ふつう」が14.3％
という回答であった。

図表２－６　導入による想定効果
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図表２－７　利用者アンケート調査結果
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　よい点と改善してほしい点について聞いたところ、よい点として、
住民側では、「24時間使える」、「電話や窓口より気軽だ」、「関連す
るキーワードを示してくれる」等、行政職員側では、「電話・窓口
より気軽だ」、「24時間使える」、「関連するキーワードを示してくれ
る」等の回答が多かった。また、改善してほしい点については、住
民側では、「もっと幅広い話題に対応できるようになるといい」、「役
所の窓口にもこれがあるといい」、「雑談がもっとうまくなるといい」
等、行政職員側は、「もっと幅広い話題に対応できるようになると
いい」、「役所の窓口にもこれがあるといい」、「外国語の対応」等の
回答が多かった。
　充実してほしい分野については、住民側は、「税金・年金」、「高
齢者支援・介護」、「健康・医療」、「子育て支援」等、行政職員側は、
「子育て支援」、「税金・年金」、「健康・医療」、「観光・イベント」
等の回答が多かった。
　欲しい情報が得られたかについては、住民側は「だいたい得られ
た」が61.3％、市の職員は「半分くらいは得られた」と「だいたい
得られた」を合わせると60％を超えている。当市の場合は、「だい
たい」と「半分得られた」で、職員は100％、住民は66.7％という
状況であった。そして、これを利用時期別に聞いたところ、日が経
つにつれ「だいたい得られた」「半分くらいは得られた」が徐々に
増加している。これはどうしてかというと、利用ログ集計と解析結
果（図表 2－ 8）を見てみる。
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　利用者数はだんだん増えている。青い折れ線グラフは一日当たり
の利用者数で、落ち込んでいる日は土日休日である。なお、三島市
においては、利用者の総数は約210人、利用回数の総数は約1,600回
であった。
　利用ログ集計と解析結果①で、折れ線グラフのところに四角い枠
で囲ってあるところがある。ここは回答精度の見直しを行い、新た
な正答をAIに学習させた。その結果、回答提示割合が大幅に上がっ
たのである。下段は回答精度の見直し前後の応答状況の円グラフだ
が、回答の提示率が、見直し前の 3月 9日までは29.5％であったが、
この学習後、回答の提示率が50.7％に高まった。
　利用ログ集計と解析結果②では、選択された回数の多かった質問
項目を順番に並べている。最も多い質問項目は、ゴミの出し方であっ
た。ついで、住民票や戸籍謄本など各種書類の請求の仕方、ごみ収
集曜日一覧等である。自由入力で多かった質問事例として、税金、

図表２－８　利用ログ集計と解析結果
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ごみ、結婚、保険、年金、戸籍・住民票・印鑑登録、子育て、健康・
医療、住まい、その他のそれぞれの内容は表のとおりである。
　利用ログ集計と解析結果③は、「分かりません」と回答した自由
入力の質問の分析である。約半数は回答範囲の拡大など改善を要し
たもの（改善にむけて活用可能な内容）であるが、残りの約半数は
もともと回答対象範囲外の内容だった。
　利用ログ集計と解析結果④は、今後の改善に活用すべき質問例と
回答対象外の質問である。今後改善に活用すべき質問の例としては、
マイナンバーカードのこと、職員の採用に関すること、お勧めスポッ
ト等を知りたいなど観光に関すること、イベント、施設の利用・予
約といったことであり、これらについて回答できるようにすること
が必要であると感じた。また、回答対象外の質問に関しては、ひと
りごととか、キャラクターへの質問、それから、お天気やニュース
といったものがあった。こうした回答対象外の質問に対しても、雑
談のようなものをAIが上手にできれば、おもしろいかもしれない。
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　最後に、窓口業務のAI活用で期待できる効果としていくつか提
示したい。
　一つ目は、行政への親近感がアップするということ。二つ目は、「電
話よりSNS」世代を含めた住民の関心事の的確な把握、特にSNS世
代にはAIチャットボットの活用が有効ではないかと思った。三つ
目は、ホームページ見直しによる住民へのわかりやすい情報提供。
四つ目は、24時間対応と外国語による問い合わせに対応することへ
の拡充である。前半の二つは主に自治体側が抱える課題の解決につ
ながるものであり、後半二つは市民サービスのレベルアップになる
のではないだろうか。こうした 4つのカテゴリーの部分が今後、
AI活用で期待できるのではないかと考えている。（図表 2－ 9）
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図表２－９　窓口業務のAI活用で期待できる効果
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《AI 利活用に向けて》
中野　正康　一宮市長

　私が、2015年に市長に就任して以来、ICT活用に取り組んできた。
最初に、一宮市のICT活用の取組みをいくつか紹介するが、詳しい
説明は今回の趣旨とは少し外れるため省略する。（図表 3－ 1）

問題提起②
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　2018年度から第 2次情報化推進計画がスタートした。ここで私は、
「アカウント型行政」をやろうではないかという方向性を示してい

図表３－１　一宮市のICT活用の取組み

図表３－２　第2次情報化推進計画
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る。これまでは世帯や団体など、集団を対象に行政サービスが提供
されることが多かったと思うが、これからは個人を大事にしていこ
うということである。市民の方が市役所に来て、「まだこんなこと
やってるの」とか「遅いね」、「古いね」と言われることがよくある
ので、そう言われないように、民間でやっていることにはきちんと
追いつけるようにしようという意味も込めてアカウント型行政をほ
ぼ“個客”と訳させて、これに取り組もうと旗を振っている。
　今年度、AIを使った窓口業務ということで、市民とのインタ
フェース、かかわり方を変えていこうではないかと職員に言ってい
る。来月から、公民館に電子キーを導入する予定である。LINE、フェ
イスブックのメッセンジャー機能でも配付できるので、スマホで受
け取り、かざすと鍵があくという仕組みである。費用は 1台 2万円
程度である。
　他にも、RPAを活用した事務の効率化や、本庁舎への業務記録
システムの導入を試みる。業務記録システムの導入は、市民の苦情
対応の際に、言った言わないで揉めることが少なからずあるため、
市役所の電話を録音し、カウンターに記録カメラを置くことにした。
金融機関では当たり前にやっていることで、コンビニでも全て監視
カメラで業務記録されているくらいである。
　また、AIを活用したチャットボットに関しても、今後先進事例
を学びながら導入を検討していきたいと思っている。
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　職員の意識を高めるために、富士通の協力を得て、AI活用ワー
クショップを開催した。このワークショップでは、職員がいくつか
のグループに分かれ、AIがどのような業務に活用できるか話し合
いを行った。特に評価が高かったアイデアが、「業務のコピー」「引
継ぎAI」である。職員もやはり 5年、10年も同じ部署にはいられず、
大抵様々な部署をローテーションで異動するわけだが、いざ急に窓
口担当になった場合には、その日からプロフェッショナルとして市
民に応対する必要がある。とはいえ、実際それはかなり難しい部分
があるので、何でも相談できる引継ぎAIがあれば非常に便利だろ
うというアイデアである。
　また、ICT利活用のため、近隣の大学にも協力をいただいている。
一つは名古屋大学と一緒にICT活用の共同研究や情報共有をする
ワーキンググループを月 1回程度定期的に開催している。もう一つ
は、名古屋工業大学。ここは非常にAIに力を入れており、新年度

図表３－３　AI活用ワークショップ
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からAI研究センターという新施設も立ち上がり、そこの教授と一
緒に何かできないかということで話を進めている。

　最後に、市役所では、特定のベンダーではなく、業務ごとにばら
ばらなシステムが入っていることが多い。当市の場合、住民基本台
帳や国保、介護は富士通、市民税は日立システムズ、事業所税はア
イネスといった感じである。これに文書管理システムや財務会計シ
ステムの運用をしているNECが加わり、 4グループが今度一斉に
RPAの実証実験をやることになった。これは非常にありがたいこ
とである。

図表３－４　名古屋大学との連携
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　まだまだスタート地点に立ったばかりではあるが、実験フィール
ドとして様々な試みを続けることで、皆さんのお役に立つことがで
きればよいと思っている。

図表３－５　RPA実証実験
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意見交換②

業務システムの連携に関しての今後について
○　 4つのベンダーで横連携を展開することはすごく重要なことで
あると思うが、その期待はどのように考えているか。
○一宮市長　富士通、NEC、日立システムズ、アイネスと、名立
たるベンダーがそろってくれたのは、すごく熱心な職員がいたため、
まずは土俵に乗せてくれたと思う。実際に、市の職員の業務として、
複数のシステムを確認するということはよくあると思う。その連携
がうまくできるかどうかは、システムの使い勝手や売上に関わって
くるため、ベンダーもビジネスとして真剣に考えてくれるのではな
いかと期待している。現実には、一部の業務でデータを一度プリン
トアウトして、別のシステムに入力し直すということに時間を費や
しているなど、連携がうまくとれていない場合がある。こうした状
況を何とかしたいと思っている。

AIスタッフの実証実験について
○　実証期間の途中で、回答精度見直し実施とあるが、これは、ど
のような作業を行ったのか。
○三島市長　回答精度見直しにおいては、職員と三菱総合研究所と
で、それまでの相談内容をチェックし、それに対して回答できるも
のを盛り込んでいった。
○　利用者アンケート調査結果を見ると、住民のほうがより満足度
が高いようだがこれはなぜか。職員は「便利ではない」など、ネガ
ティブな答えが多かったのはなぜか。
○三島市長　職員は業務を通じてかなりの知識をすでに持ってお
り、自分の知識以上のものがないと満足しないのではないかと思う。
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逆に、住民のほうは真っさらの状態であるので、満足する回答に至っ
たのではないか。そのため、行政職員のほうが厳しい評価になって
いるわけである。
○　AIスタッフを使ってみて、フェース・トゥ・フェースの対応
と比べ、今回の方法はよかったと思うか。また、外国語で回答もし
たのか。
○三島市長　電話や市役所窓口での問い合わせ、質問はかなり多く、
職員がその対応に費やす時間はかなりのものである。また、平日は
来庁できない住民もいるし、外国人もごみの出し方がわからないな
ど、いろいろな課題があると思うが、これは問い合わせだけですか
ら、かなり可能性はあると思う。当市も職員が案内カウンターに立っ
て、「どんなご用事ですか」「何課をお訪ねですか」と聞いたりして
いるが、それをまずAIにやってもらうことができないかと思って
いる。さらに、AIに、例えば住民票であれば住民票のロボットに
話しかけ、マイナンバーカードを入れれば住民票が出てくるという
ようなことができるようになれば、市民課、住民課の窓口業務を削
減することはできると想像している。
　ただし、まだ外国語での回答はできない。東海ブロックには外国
人が多数住んでいるため、多くの市で外国語がわかる臨時職員を配
置しているが、対応が可能になれば、おそらく彼らの負担が軽くな
ると思う。

大学と連携した今後のAIの活用
○　大学との連携については、「AIでこんなこともできるよ」とい
う実証実験的なものか。
○一宮市長　ご指摘のとおりである。大学側にしてみれば、科研費
や補助金を獲得する上でフィールドワークの場所が欲しいので、今
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ある行政課題を提示すると喜んで協力してくれる。やはりお互いに
メリットがなければならず、大学側もただ働きできないので、そこ
はウィン・ウィンとなるように考えて動いている。

窓口業務等に関するAIへの期待
○　高齢の方が自宅に届いた封筒を全部役所に持ってきて、「何の
ことかわからないので説明してくれ」と言われ、あとは断片的な単
語しか言ってもらえず、対応に苦慮している若手職員がいる。そこ
でAIを活用できれば、そのキーワードをキーボードに入れると、
可能性のあるものが幾つか選択できて、例えば新人でも、対応でき
るようになるのではないか。保育園の入所判定などでも、AIや
RPAは、今後の可能性を十分期待できるものだと感じた。

AIによる監視社会について
○　AI活用のために自己でデータ集め、それを蓄積していくこと
が大事であると思うが、市民からすると、例えばマイナンバーカー
ドで全部情報を握られているような、いわば監視されているという
ような疑問を抱かれてしまうかもしれない。市民に納得してもらう
には、どうすべきか。
○津田教授　日本では、情報を預けることや監視されることに対す
る不安が、他国よりも少し強い傾向がある。しかし、実際には、運
用側がその情報を利用していることが見えないだけで、フェイス
ブックなどのSNSや他のインターネットサービス、例えば宿泊予約
サイトの利用などを通じて、情報を預けているのが現状である。そ
の情報を預けることで、便利なサービスを受け取っている。役所で
も、情報を預けてもらうことにより、各情報の連係ができて、様々
な提案ができるようになればトレードオフの関係となり、市民の方
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への説明もしやすくなるのではないか。

業務のペーパーレス化について
○　ペーパーレス化で押さえておくべきポイントがあれば、それを
教えていただきたい。
○津田教授　出生届を例にすれば、まず保護者が記入し、出生証明
書に病院側が記載後、病院の印鑑を押印、それを戸籍の窓口に提出、
住民基本台帳異動届を記載して、さらに、児童手当の申請、乳幼児
医療の申請、という流れであるが、例えば、病院に出生届の入力
フォームを用意しパソコンで入力したら終わる話である。一旦どこ
かの段階で紙になってしまうと、その紙をまたデータ化することに
なってしまうので、住民の方にデータで入力してもらうようにする
ことが大事ではないか。紙にすると、データ入力だけでなくチェッ
ク作業もあるわけで、このチェック作業に膨大な時間がかかる。デー
タ入力時点でエラーメッセージを出すことで、チェック時間やコス
トが下げられる。いかにデータ入力してもらうかがポイントではな
いか。

AI等を活用した学校教育について
○　AIなどICTについて、例えば教育委員会など教育行政に対して
はどのような考え方を持っているのか教えていただきたい。
○三島市長　学習指導要領が改訂され、プログラミング教育が始
まっている。当市では電子黒板とデジタル教科書を、小、中学校、
全てのクラスに導入しているが、今年度よりパソコン教室にあるパ
ソコンをタブレットに変更する予定である。そうすることで、教室
へ持ち運びができ、電子黒板とやりとりができるようになる。それ
を通じてプログラミング教育に今後参入していきたいと考えてい
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る。
○いなべ市長　学校教育だと健診が必ずあると思うが、データのほ
とんどが紙ベースである。身長、体重や健康状態、小学校 1年生か
ら中学校 3年生まで 9年間のデータは大変貴重なデータであるが、
紙ベースでしかないので、京都大学の教授へ依頼してスキャニング
してもらい、そのデータを集め始めている。ビッグデータを持って
はいるが、デジタル化をどのようにするかが、現場での問題ではな
いかと思う。
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日沖　靖　いなべ市長

○　今、地方創生でも、積極的に取り組んでいるところとそうでな
いところでは格差が生まれてきた。AIについても格差が生まれて
しまうのかなと思ったりする。したがって、我々が先陣を切って情
報を持ち合い、先進的な取組みを進めていただけるとありがたい。
そこで社会実験などを行い、得た有益な情報を皆さんで共有できれ
ば幸いである。
　活発な意見、本当にありがとうございました。

まとめ
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「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」開催状況
回数 開催日 テーマ

第 1回 2005年10月31日 国・都道府県・市町村の新しい関係を目指して
地域主権の確立とコミュニティ

第 2回 2006年 6 月 2 日 コミュニティとの協働
人口減少時代の都市経営

第 3回 2006年10月30日 簡素で効率的な行政運営の実現
職員の人事管理・人材育成

第 4回 2007年 8 月28日 これからの自治体運営

第 5回 2008年 7 月31日 基礎自治体のあり方
都市の環境政策

第 6回 2008年11月18日 住民行政の対話のあり方
都市と過疎問題

第 7回 2009年 7 月31日 基礎自治体の役割
職員の人事課題

第 8回 2009年11月 6 日 地域医療の確保
長と議会のあり方

第 9回 2010年 8 月 2 日 地域主権改革
効率的な行政運営

第10回 2010年11月 9 日 高齢者福祉のあり方
コミュニティの活性化

第11回 2011年 5 月12日 コミュニティの再生

第12回 2011年10月25日 災害時における都市同士の相互扶助

第13回 2012年 4 月24日 政策法務

第14回 2012年11月13日 二元代表制
広域的実施体制（国の出先機関改革）

第15回 2013年 6 月 7 日 子育て支援・少子化対策

第16回 2013年11月 7 日 生活困窮者支援と都市自治体の役割

第17回 2014年 6 月 5 日 社会保障・税番号制度（マイナンバー）

第18回 2014年11月11日 自治体広報
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回数 開催日 テーマ

第19回 2015年 6 月 1 日 社会保障と受益者負担

第20回 2015年11月30日 広域連携

「都市の未来を語る市長の会」開催状況
回数 開催日 テーマ

第 1回 2016年 6 月22日 地域包括ケアシステム

第 2回 2016年11月24日 観光立国
－国際スポーツイベント開催を見据えて－

第 3回 2017年 7 月 5 日 高齢社会のまちづくり
－健康・社会参加・交通をキーワードに－

第 4回 2017年11月29日 所有者不明の土地・空き家への対応策

第 5回 2018年 6 月25日 人工知能を活用した窓口業務の効率化
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